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　ゴルフ場利用者には、18歳未満等一定の人を除き１人１日最大
1,200円（ゴルフ場の等級による）が、都道府県のゴルフ場利用税
として課税されます。平成26年度の税収は479億円で、その７割
はゴルフ場のある市町村に交付されます。スポーツ施設への課税
はゴルフのみのため、毎年の税制改正で廃止要望があります。

ゴルフ場利用税

3月の税務と労務3月 （弥生）MARCH
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国　税／ 平成28年分所得税の確定
申告 2月16日～3月15日

国　税／ 個人の青色申告の承認申請
 3月15日

国　税／ 贈与税の申告 
 2月1日～3月15日

国　税／ 2月分源泉所得税の納付 
 3月10日

国　税／ 個人事業者の28年分消費
税の確定申告 3月31日

国　税／ 1月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 3月31日

国　税／ 7月決算法人の中間申告 
 3月31日

国　税／ 4月、7月、10月決算法人の消
費税の中間申告（年3回の場
合） 3月31日

地方税／ 個人の都道府県民税、市町
村民税、事業税（事業所税）
の申告 3月15日

こぶし



３月号─2

　

労
働
契
約
法
で
は
、
有
期
労
働
契

約
の
無
期
転
換
ル
ー
ル
が
設
け
ら
れ

て
い
ま
す
。
今
回
は
、
無
期
転
換
ル

ー
ル
の
概
要
・
企
業
動
向
・
今
後
の

対
応
に
つ
い
て
触
れ
て
い
き
ま
す
。

一
　
無
期
労
働
契
約
へ
の
転
換

㈠
　
無
期
転
換
ル
ー
ル

　

有
期
労
働
契
約
が
反
復
更
新
さ
れ
、

通
算
契
約
期
間
が
五
年
（
※
）
を
超
え
る

場
合
は
、
無
期
転
換
へ
の
申
込
権
が

発
生
し
ま
す
。

　

例
え
ば
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一

日
以
降
に
お
い
て
有
期
労
働
契
約
を

一
年
ご
と
に
更
新
し
て
い
る
労
働
者

が
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
平

成
三
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の

間
に
無
期
転
換
の
申
込
み
を
し
た
と

き
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
以

降
は
無
期
労
働
契
約
に
転
換
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

※　

通
算
対
象
と
な
る
労
働
契
約
と

は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
以

後
に
開
始
さ
れ
た
有
期
労
働
契
約

が
対
象
で
す
。
ま
た
、
同
一
の
使

用
者
と
の
間
で
労
働
契
約
を
締
結

し
て
い
な
い
期
間
（
無
契
約
期
間
）

が
、
一
定
の
長
さ
以
上
に
わ
た
る

場
合
、
こ
の
期
間
が
「
ク
ー
リ
ン

グ
期
間
」
と
し
て
扱
わ
れ
、
そ
れ

以
前
の
契
約
期
間
は
通
算
対
象
か

ら
除
外
さ
れ
ま
す
。

㈡
　
労
働
条
件

　

無
期
労
働
契
約
の
労
働
条
件
（
職

務
、
勤
務
地
、
賃
金
、
労
働
時
間
な

ど
）
は
、
別
段
の
定
め（
※
）
が
な
い
限

り
、
直
前
の
有
期
労
働
契
約
と
同
一

と
な
り
ま
す
。

　

別
段
の
定
め
を
し
、
変
更
を
す
る

こ
と
も
可
能
で
す
が
、
職
務
の
内
容

な
ど
が
変
更
さ
れ
な
い
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
無
期
転
換
後
の
労
働
条
件
を

低
下
さ
せ
た
場
合
、
合
理
性
が
認
め

ら
れ
ず
、
そ
の
変
更
が
無
効
と
判
断

さ
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

※
「
別
段
の
定
め
」
と
は
、
労
働
協

約
、
就
業
規
則
、
個
々
の
労
働
契

約
（
無
期
転
換
に
当
た
り
労
働
条

件
を
変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の

労
働
者
と
使
用
者
と
の
個
別
の
合

意
）
が
該
当
し
ま
す
。

二
　
無
期
転
換
の
動
向

　

次
に
、
企
業
の
動
向
を
見
て
い
き

ま
す
。

〈
参
考
〉　
「
改
正
労
働
契
約
法
と
そ

の
特
例
へ
の
対
応
状
況
及
び
多
様

な
正
社
員
の
活
用
状
況
に
関
す
る

調
査
」（
平
成
二
十
七
年
十
二
月　

独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・

研
修
機
構
）

㈠
　
無
期
転
換
へ
の
対
応

　

無
期
転
換
対
応
に
つ
い
て
の
各
企

業
の
検
討
状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。

・
通
算
五
年
を
超
え
る
有
期
契
約
労

働
者
か
ら
、
申
込
み
が
さ
れ
た
段

階
で
無
期
労
働
契
約
に
切
り
換
え

て
い
く
（
フ
ル
タ
イ
ム
契
約
労
働

者
四
五
％
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
契
約

労
働
者
五
一
％
）

・
対
応
方
針
は
未
定
・
分
か
ら
な
い

（
同
順
に
二
四
％
、
二
七
％
）

・
有
期
契
約
労
働
者
の
適
性
を
見
な

が
ら
、
五
年
を
超
え
る
前
に
無
期

契
約
に
し
て
い
く
（
二
〇
％
、

一
一
％
）

・
有
期
契
約
が
更
新
を
含
め
て
通
算

五
年
を
超
え
な
い
よ
う
に
運
用
し

て
い
く
（
六
％
、
六
％
）

㈡
　
メ
リ
ッ
ト
と
課
題

　

各
企
業
が
無
期
労
働
契
約
に
転
換

す
る
メ
リ
ッ
ト
（
複
数
回
答
）
と
考

え
て
い
る
事
項
に
は
次
の
も
の
が
あ

り
ま
す
。

・
長
期
勤
続
、
定
着
が
期
待
で
き
る

（
七
二
％
）

・
有
期
契
約
労
働
者
の
雇
用
に
対
す

る
不
安
感
を
払
拭
し
、
働
く
意
欲

を
高
め
ら
れ
る
（
五
八
％
）

・
要
員
を
安
定
的
に
確
保
で
き
る
よ

う
に
な
る
（
四
八
％
）

　

一
方
、
有
期
契
約
労
働
者
を
無
期

契
約
に
転
換
し
た
と
き
の
課
題
と
し

て
次
の
よ
う
な
回
答
が
あ
り
ま
す
。

・
雇
用
調
整
が
必
要
に
な
っ
た
場
合

の
対
処
方
法
（
五
五
％
）

・
正
社
員
と
有
期
契
約
労
働
者
の
間

の
仕
事
や
労
働
条
件
の
バ
ラ
ン
ス

の
図
り
方
（
四
三
％
）

・
業
務
量
の
変
動
に
伴
う
労
働
条
件

の
調
整
方
法
（
三
二
％
）

㈢
　
五
年
未
満
に
抑
制
す
る
理
由

　

㈠
に
お
い
て
「
通
算
五
年
を
超
え

な
い
よ
う
運
用
し
て
い
く
」
と
し
た

企
業
が
、
そ
の
よ
う
に
運
用
す
る
理

由
（
複
数
回
答
）
と
し
て
多
か
っ
た

の
は
次
の
も
の
で
す
。

・
従
来
か
ら
そ
う
し
た
契
約
管
理
を

行
っ
て
き
た
か
ら
（
三
七
％
）

・
人
件
費
を
増
加
・
固
定
化
さ
せ
た

く
な
い
か
ら
（
三
二
％
）

有
期
契
約
労
働
者
の

無
期
転
換

有
期
契
約
労
働
者
の

無
期
転
換

労働契約法
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・
定
期
的
に
人
材
の
新
陳
代
謝
を
図

り
た
い
か
ら
（
三
一
％
）

　

ま
た
、
通
算
五
年
未
満
に
抑
制
す

る
方
法
（
複
数
回
答
）
に
つ
い
て
多

か
っ
た
の
は
次
の
回
答
で
す
。

・
更
新
回
数
上
限
や
通
算
勤
続
年
数

等
で
制
限
す
る
（
六
七
％
）

・
契
約
更
新
時
の
判
断
（
人
物
や
働

き
ぶ
り
等
の
選
別
）
を
厳
格
化
す

る
（
三
二
％
）

・
契
約
期
間
を
一
定
の
業
務
完
了
ま

で
な
ど
で
設
定
し
、
更
新
は
原
則

行
わ
な
い
よ
う
に
す
る
（
一
一
％
）

・
途
中
で
随
時
、
ク
ー
リ
ン
グ
（
空

白
）
期
間
を
挟
み
、
通
算
期
間
を

リ
セ
ッ
ト
す
る
（
一
一
％
）

・
有
期
契
約
労
働
者
を
新
規
に
採
用

す
る
際
、
正
社
員
転
換
や
無
期
転

換
を
希
望
し
な
い
人
を
選
別
す
る

（
五
％
）

三
　
企
業
の
対
応

　

有
期
契
約
労
働
者
の
約
三
割
が
、

通
算
五
年
を
超
え
て
有
期
労
働
契
約

を
反
復
更
新
し
て
い
る
実
態
に
あ
る

こ
と
か
ら
、
平
成
三
十
年
四
月
か
ら

は
無
期
転
換
申
込
み
の
発
生
が
見
込

ま
れ
て
い
ま
す
。

　

無
期
転
換
を
ス
ム
ー
ズ
に
進
め
る

上
で
は
、
制
度
の
設
計
段
階
か
ら
労

使
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
確
保

す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。
労
働
者
と

の
協
議
の
場
を
持
ち
、
労
使
双
方
に

納
得
が
で
き
る
制
度
を
作
っ
て
い
く

こ
と
が
、
導
入
・
運
用
を
ス
ム
ー
ズ

に
す
る
こ
と
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　

以
下
は
、
無
期
転
換
制
度
の
導
入

手
順
の
例
で
す
。

㈠
　
実
態
把
握

　

ま
ず
は
、
有
期
契
約
労
働
者
の
実

態
を
把
握
し
ま
す
。

・
有
期
契
約
労
働
者
の
人
数

・
職
務
内
容

・
月
や
週
の
労
働
時
間

・
契
約
期
間
、
更
新
回
数

・
勤
続
年
数
等
（
通
算
契
約
期
間
）

・
労
働
者
自
身
の
今
後
の
働
き
方
の

希
望

㈡
　
仕
事
の
整
理
・
分
類

　

次
に
、
社
内
の
仕
事
を
整
理
し
、

従
業
員
区
分
ご
と
に
任
せ
る
仕
事
を

考
え
ま
す
。

　

例
え
ば
、
業
務
の
必
要
性
が
一
時

的
な
仕
事
の
場
合
は
、
任
せ
る
業
務

内
容
に
応
じ
て
有
期
契
約
労
働
者
を

活
用
し
、
恒
常
的
な
業
務
は
、
無
期

労
働
契
約
の
社
員
が
担
う
と
い
っ
た

仕
事
の
分
類
を
実
施
し
ま
す
。

㈢
　
転
換
後
の
区
分

　

無
期
転
換
後
の
区
分
に
つ
い
て
は
、

次
の
よ
う
な
パ
タ
ー
ン
が
考
え
ら
れ

ま
す
。

①
　
無
期
契
約
労
働
者

　

契
約
期
間
の
み
を
無
期
と
し
、
そ

の
他
の
労
働
条
件
は
直
前
の
有
期
労

働
契
約
と
同
一
と
し
ま
す
。
な
お
、

定
年
制
を
定
め
る
こ
と
は
認
め
ら
れ

ま
す
。

　

無
期
転
換
前
と
比
べ
、
職
務
や
処

遇
の
変
更
が
な
い
た
め
、
労
働
負
荷

の
増
加
を
望
ま
な
い
者
に
は
適
し
た

転
換
方
法
と
い
え
ま
す
。

②
　
多
様
な
正
社
員

　

い
わ
ゆ
る
「
正
社
員
」
と
比
較
し

て
、
勤
務
地
や
労
働
時
間
、
職
務
な

ど
の
労
働
条
件
に
制
約
を
設
け
た
正

社
員
（「
多
様
な
正
社
員
」）
へ
の
転

換
で
す
。

　

転
居
・
転
勤
を
伴
う
異
動
が
行
え

な
い
、
正
社
員
と
同
じ
時
間
だ
け
働

く
こ
と
が
で
き
な
い
、
等
の
者
が
仕

事
を
続
け
や
す
い
と
い
っ
た
メ
リ
ッ

ト
が
あ
り
ま
す
。
子
育
て
や
介
護
と

仕
事
の
両
立
を
図
り
た
い
者
、
特
定

職
務
の
仕
事
を
希
望
す
る
者
に
も
適

し
た
転
換
方
法
と
い
え
ま
す
。

　

事
前
に
検
討
す
る
項
目
の
例
と
し

て
は
次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

・
処
遇
、
労
働
条
件

・
い
わ
ゆ
る
「
正
社
員
」
と
の
処
遇

の
差
異
と
そ
の
根
拠

・
こ
れ
ま
で
の
有
期
契
約
労
働
者
と

の
処
遇
の
差
異
と
そ
の
根
拠

③
　
正
社
員

　

業
務
内
容
等
に
制
約
が
な
く
、
定

年
に
達
す
る
ま
で
勤
務
す
る
こ
と
を

想
定
し
た
、一
般
的
に「
正
社
員
」「
総

合
職
」
等
と
呼
ば
れ
る
者
へ
の
転
換

で
す
。

㈣
　
労
働
条
件
等
の
検
討

　

無
期
転
換
者
と
正
社
員
の
仕
事
内

容
や
責
任
の
範
囲
、
労
働
条
件
な
ど

に
差
異
が
少
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

処
遇
や
評
価
に
差
異
を
設
け
る
場
合

は
、
妥
当
性
や
労
働
者
の
納
得
性
に

十
分
に
留
意
し
な
が
ら
処
遇
や
評
価

制
度
を
決
定
し
ま
し
ょ
う
。

　

無
期
転
換
者
用
の
就
業
規
則
そ
の

他
各
種
規
程
を
作
成
し
た
場
合
に
は
、

こ
れ
ら
の
規
程
の
対
象
と
な
る
者
を
、

正
社
員
の
就
業
規
則
等
の
対
象
か
ら

除
外
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
正
社

員
の
就
業
規
則
等
の
適
用
対
象
に
つ

い
て
も
併
せ
て
見
直
し
ま
す
。

　

無
期
転
換
ル
ー
ル
の
検
討
・
導
入

に
あ
た
っ
て
は
、
導
入
企
業
事
例
や

導
入
支
援
策
等
が
掲
載
さ
れ
て
い
る

「
有
期
契
約
労
働
者
の
無
期
転
換
ポ

ー
タ
ル
サ
イ
ト
」（
厚
生
労
働
省
）
も

活
用
し
て
い
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。
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　年金担保融資制度は、国民年金、厚生年
金保険または労働者災害補償保険の年金を
担保として融資を受けることができる制度
です。
　保健・医療、介護・福祉、住宅改修、冠
婚葬祭、生活必需物品の購入などの支出の
ために一時的に小口の資金が必要な場合に
利用することができます。
　ただし、年金が全額停止されている、生
活保護受給中である、年金受給者の現況届・
定期報告書が提出されていない等の場合に
は利用が認められません。
　融資額は、次の３つの要件を満たす額の
範囲内とされます。
①　10万円〜 200万円の範囲内（資金使途
が「生活必需物品の購入」の場合は、10万
円〜 80万円の範囲内）

②　受給している年金の0.8倍以内
③　１回あたりの返済額の15倍以内（融

資金額の元金相当額をおおむね２年６か
月以内で返済）
　借入金の返済は、借入金を受け取った月
（融資実行月）の翌々月以降の偶数月から
始まります。
　返済中は、年金支給機関から支給される
年金の全額を独立行政法人福祉医療機構
（以下「機構」）が受け取り、年金受給者が指
定した額（定額）を返済に充当します。返済
に充当されなかった残りの金額は、年金受
給者に振り込まれます。
　借入申込みは、年金を受け取っている金
融機関が用意する借入申込書により、金融
機関窓口で手続きします（ゆうちょ銀行、農
協及び労働金庫では取り扱っていません）。
　この制度は今後廃止されることが決定し
ており、事業の円滑な廃止に向けた取り組
みの一環として、平成26年12月には事業
規模縮減等の制度変更が行われました。
　ご利用の際は、機構ホームページ等で最
新情報をご確認ください。

年金担保融資制度

　海外療養費制度は、海外旅行中や海外赴
任中に病気やけがなどによりやむを得ず現
地の医療機関で診療等を受けた場合、申請
により診療等にかかった費用の一部が支払
われる制度です。
　支給対象となるのは、日本国内で保険診
療として認められている医療行為に限られ、
美容整形など日本国内で保険が適用されな
いものは給付対象になりません。
　支給金額は、日本国内の医療機関等で同
じ傷病を治療した場合にかかる治療費を基
準に計算した額から、自己負担相当額を差
し引いた額です。
　申請の際は、療養費支給申請書に診療内
容明細書（邦訳添付）、領収書など保険者
が定める書類を添えて協会けんぽまたは健
康保険組合に提出します。
　申請は、海外で医療費の支払いをした日
の翌日から起算して２年以内とされていま
す。

海外療養費制度（健康保険）　
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